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Ⅰ．2025 年度事業計画 
１．セキュリティトークン（ＳＴ）市場の活性化に向けた取組み  

⑴ 電子記録移転権利等の発行、流通のさらなる活性化を促進するため、広く関係者と以下の

ような課題について検討を行う。  

① 発行市場に係る残課題の洗い出しと対応策の検討 

② 登録ＰＴＳによるＳＴ市場の健全な発展のための制度整備に向けた検討 
③ 電子記録移転権利等の利用の促進に向けた検討 

④ その他、ＳＴ市場の活性化に向けた必要な対応 

 
〇 ＳＴ市場活性化委員会下部のＷＧ等を

通じ、対応について検討を行う。 

 ⑵ ＳＴ税制ＷＧを中心に、電子記録移転権利から発生する所得にかかる所得税等の取り扱い

を金商法上の一項有価証券と同様の取扱いとするため、令和８年度税制改正に向け、税制改

正要望を取り纏めるとともに、各方面へ働きかけを行う。 

 

〇 令和８年度税制改正要望に向けた協議

を今後ＳＴ税制ＷＧにおいて検討を行

う。 

 
２．自主規制業務 

適切な自主規制機能を発揮するため、次の取組みを実施する。 

 

⑴ プラットフォーム（ＰＦ）モニタリングの実施等 

ＳＴを発行するＰＦのモニタリング（事後モニタリングを含む）を適切に実施するととも

に、その内容の充実及び手続の柔軟化・迅速化について検討を行う。 

 

〇 日証協、金融庁、財務局等と連携を図

り、適切なモニタリングの実施を行う。 
〇 不動産特定共同事業に基づく電子記録

移転権利のモニタリングに向けた対応を

行う。 

⑵ 自主規制規則の拡充に向けた対応 

金融商品取引法等の改正に伴い、電子記録移転権利等に係る自主規制等の整備を行う。 

 

 

〇 自主規制委員会において検討を行う。 



⑶ ＳＴ取引に係る法令諸規則の順守状況に関する監査の実施に向けての検討 
正会員によるＳＴの引受・募集取扱い等及びＳＴに係る取引における法令諸規則の順守状

況を確認するための監査の実施に向けた具体的な検討を行う。 

 

〇 当面は書面による監査の実施を検討す

る。 

〇 2025 年度中の実施を目指す。 

⑷ 外務員資格研修及び外務員登録手続きの安定的な実施 

外務員資格研修は、正会員の電子記録移転権利等以外のＳＴ業務に携わる役職員の知識向

上にもつながることから、その受講を広く促進する。 
そのためにも、ＳＴ外務員必携の充実等を図るなど、外務員資格研修の内容の見直しを検

討する。 

なお、本協会の外務員資格研修は、日証協のように５年に一度更新研修を実施する制度と

なっていないことから、ＳＴに係る制度変更やＳＴ市場の現状把握などに関する外務員知識

のフォローアップが未実施の状況にある。今後、外務員資格研修の在り方について、抜本的

な見直し検討を行うこととする。 

〇 本協会の証券外務員資格試験では、Ｓ

Ｔ分野の問題出題は非常に限定的である

ことから、本協会の資格研修受講の意味

は大いにあると思われる。 

  

 ⑸ 非上場有価証券特定仲介等業務への対応 

  令和 6 年度改正金商法において、非上場有価証券特定仲介等業務に係る制度が導入されるこ

とを受け、必要に応じ、「電子記録移転権利の募集の取扱い等及び引受けに関する規則」等の改

正に向けた検討を行う。 

 

 

〇 電子記録移転権利等の私募の在り方に

関し検討を行う。 

 ⑹ 統計情報の公表 

 引き続き、正会員が行う電子記録移転権利等への理解及び投資家の電子記録移転権利への

投資促進等を図るためには、市場の実態を的確に把握・分析し得る統計情報は重要であり、

〇 昨年４月取引分から、電子記録移転有

価証券表示権利等の統計を日証協と共同

で公表しているが、これらを広く周知す



正会員及び日本証券業協会の協力を得て、統計情報の公表を行う。 
 

る。 

３．普及啓発活動の実施  

⑴ 一般投資家に対し、セキュリティトークンの知識を広く普及させるため、普及啓発活動の

在り方について検討を行う。 

 

 

⑵ 上記検討を踏まえた具体的な普及啓発活動について、可能な施策から実施する。 〇 予算等を勘案し、ウェビナーの実施な

ど、知識面での啓発活動を実施する。 

〇 本協会 youtube チャンネルの一般向け

コンテンツ利用を促進する 

４．会員の業務運営の支援  

⑴ ＳＴ市場の発展に向け、会員の意見・ニーズなどを把握し、会員とのコミュニケーション

をより充実させていくとともに、関係機関や市場関係者などとの幅広い分野でのネットワー

クの構築を拡大する。 

 

⑵ 会員のＳＴの活用・事業化などの業務運営を支援するため、協会の幅広いネットワークを

活かし、会員の取組みや問い合わせ等に真摯に応えていくとともに、会員や関係機関、市場

関係者などを交えたセミナーや意見交換を企画・実施する。 

 
⑶ ＳＴの活用により新たに流通が期待される資産に関しては、会員の役職員が取扱い資産へ

の理解を深められるよう、電子記録移転有価証券表示権利等に関する基礎知識や取引・実務

に関する研修・ウェビナーを引き続き企画・実施する。また、事後的に視聴可能な体制の整

〇 引き続き、会員からの要望に基づき、会

員同士のマッチングの機会を設けるな

ど、ＳＴ市場全体の活性化につながる会

員同士の交流を促進する。 

〇 引き続き、定期的に会員向けのウェビ

ナーを開催する。 

 

 
〇 会員向けの研修・ウェビナーの実施継

続、テーマの検討などを行う。 

〇 本協会 youtube チャンネルの会員向け



備を行う 

 

コンテンツ利用を促進する。 

５．本協会の事務局体制の整備  

⑴ 本事業計画に掲げた課題等を着実に達成するため、必要な経費を確保するとともに、支出

全般の一層の効率化に努め、予算を策定する。 

 

⑵ 本協会の業務を履行するための人員の確保等について、関係方面と検討を行う。 
 

〇 「2025 年度収支予算策定根拠」（P５）

参照 

 

〇 引き続き、正会員等から数名の出向を

お願いする。 

⑶ 危機想定等の環境変化を踏まえ、本協会の業務継続体制（BCP）の在り方について再確認

を行い、PDCA サイクル（計画、実行、評価、改善）による維持・向上に努めるとともに、

その実効性の確保を図る。 

 

  

 


